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十士会に期待 するこ と

山梨県人会連合会会長

弦間　明（旧一宮町・日川高出身）

３年前に十士丸は夢や想いに向かって自信と誇

りを以て漕ぎ出されました。これから長い航海

を続けていくためには、たとえ羅針盤はなくと
も 心 の 支 え と な る 星 の よ う な確 た る 指 針 が 必 要 で す。 その た め の

指 針 と し て ３ つ の こ と を 期 待 致 し ま す。 ま ず ー つ 目 は 「存 在 感」

を 高 め る こ と で す。 存 在 感 と はい か に 十 士 会 ら し さ を磨 き、 ア イ

デ ン テ ィ テ ィ を 確 立 す るこ と で す。 二 つ 目 は 「発 信 力 」 を 高 め る

こ とで す。 十 士 会 の 進 む べ き 道 を し っ か り 見 定 め 、 その 存 在 感 を

高 め な が ら社 会 に 発 信 す る 必 要 が あ り ま す。 三 つ め は 「適 応 力」

で す 。 こ の よ う な激 動 の 時 代 に は 自分 自 身 を 見 失 わ な い存 在 感 ＝

芯 軸 、 そ し て 、 社 会 か ら 信 頼 ・ 支 持 ・ 評 価 さ れ る 発 信 力 、 さ ら に 、

変 化 に 直 面 し て 萎 縮 す る の で は な く変 化 に 柔 軟 に 対 応 し、 そ の エ

ネ ル ギ ー を利 用 し て 進 化 で き る適 応 力 が 必 要 不 可 欠 で す。 進 化 論

を 確 立 し た チ ャ ー ル ズ ・ ダ ー ウ ィ ン は 「最 も 強 い 者 が生 き 残 る の

で は な く、 最 も賢 い 者 が 生 き 延 び る の で も ない 。 唯 一 、 生 き 残 る

の は変 化 で き る 者 で あ る」 とい う 言 葉 を 残 し て お り ま す。 こ の 度

の 十 士 会 会 報 の 発 行 を 機 会 に 十 士 会 が そ の ミ ッシ ョ ン を最 大 限 に

具 現 化 し、 広 く 大 き く深 く成 長 ・発 展 ・進 化 さ れ る こ と を祈 念 い

た し ま す 。　　　　　　　　　　　　　　　　 （十士会会報第一号より抜粋）

政書士、建築士、

空 家 対 策 部 会 の発 足 にあ た り

山梨県人会十士会 会長

飯窪　光隆（旧敷島町・甲府―高出身）

山梨県人会十士会は平成25 年 に発足、弁護士、

公認会計士、税理士、司法書士、不動産鑑定士、

土地家屋調査士、弁理士、社会保険労務士、行

中小企業診断士、宅地建物取引士の国家資格者

で あ る 本 県 出 身 者 を 中 心 に構 成 さ れ た 国 家 資 格 者 に期 待 す る 県 人

会 各 位 の 声 が 原 点 と な っ た会 で す。 本 県 の 抱 え る大 き な 問 題 の ひ

とつ が｢ 空 家 問 題｣ で す。 総 務省 の平 成25 年 住 宅･ 土 地 統 計 調 査 速

報 集 計 に よる と、 空 家 率 は22.0 ％ と全 国 ワー ス ト １ 位 と全 国 平 均

の13.5 ％を 大 き く上 回 っ て い ま す。 空 家 増 加 の 要 因 は 、 高 度 経 済

成 長 期 に 大 量 供 給 さ れ た 住 宅 の 過 剰 ス ト ッ ク 、 平 成20 年 の １億2800

万人 を ピ ーク と し た人 口 減 少 な ど が 複合 的 に 作 用 し てい ま す。

本 会 は首 都圏 で活 動 す る士 業 集 団 であ り、法 律､ 登 記､ 税 務､ 財 務 、

経 営、 不 動 産 、 住 宅 、 建 築 な ど の 分 野 に お い て、 本 県 の 空 家 と首

都 圏在 住 の 空 家 所 有 者 と の パ イ プ 役 と し て て 関与 で き る も の と考

え ま す。 ま た、 空家 の 増 加 原 因 に｢ 相 続｣ が 挙 げ ら れ ま すが 、 複 数

の 相続 人 に よ り放 置 さ れ る 空 家 な ど、 相 続 と 空家 の 問 題 を 同 時 に

解 決 す る こ とが で き ま す。 本 県 の 抱 え る 問 題 に 積 極 的 に 取 り組 む

十 士 会 の 活 動 に ご期 待 く だ さ い。　　　　　( 十士会会報第二号より抜粋)

空家率全国ワースト１位の山梨県

山梨県の空家率は約22 ％と、平成15 年以降、全国ワースト１

位を続けています。その数は約９万３平戸であり、甲府市と

笛吹市にある住宅がすべて空家といったイメージです。空家

は大きな社会問題となっています。

■平成25年空家率の高い都道府県(総務省)
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人 口 が減少、 住宅 が余 る時代 に

日本の人口は昭和４２年に１億を超え、住宅着工戸数も100 万/

年を突破しましたが、昭和48 年 くらいからは住宅に余剰が見ら

れるようになりました。また出生数は昭和48 年を、人口は平成20

年をピークに、減少が始まりました。経済成長とともに大

量供給されましたが、住宅と人口は逆転現象を起こしたのです。

平成25 年 の住宅総数6,603 万中と総世帯数の差は820 万 にも及

び、13.5 ％が空家となっています。

｢空家問題｣ の多くは｢ 相続問題｣

空 家 を 取 得 し た 方 の 経 緯 を調 べ ると 、［相 続］が52.3 ％ と半 数 を

超 え ま す。 相 続 に お い て は 、 遺 言 が な い場 合 、 法 定 相 続 人 が遺

産 分 割 協 議 を 行 い ます が 、 裁 判 所 へ の 相 続 の 相 談 数 は 年 間 約17

万 件 と、 死 亡 者 の 数 の13.8 ％ に達 し、 ま た、 相 続 財 産 の 内訳 は

不 動 産 が51.2 ％ を 占 め、 遺 産 分割 が さ れ な か っ た不 動 産 な ど が

放 置 さ れ、 空家 化 す る 傾 向 に も あ り ま す 。 つ ま り、「 空家 問 題 」

の 多 くは 「相 続 問 題 」 と言 っ て も過 言 では あ り ませ ん。

■ 平成26 年 空家を取得した経緯（国土交通省）　　　　　　　　　 その他

新築購入 �中古購入 � 相続　　56.4 ％

山梨県 人会十 士会空家対 策部会 では、空家の使 用（居

住）、収 益（賃貸）、処分（売却地取 盤）、 また本県 にこ

れ以 上空家 を増加 させ ないた めに、県人 会のみ なさま

から広範 な相談 を受け付けて います。

理事 空家対策部会長 後藤貴仁（甲府市・甲府南高出身）
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空家や相続の問題、

いったい誰に相談すればいいの？
相

談
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・県人会のみなさまや関係者

が山梨県内に所有する空家

や空地。

・i110120-193-874 （いくさ・

やまなし）にお電話を。

・ご相談内容に応じて担当す

る十士会会員をご紹介。

・首都圏と山梨に相談窓口O

空家活用で地域に活気と交流を

田舎 体 験型 シ ェ ア ハ ウ ス

・弁護士・税理士・司法書士・

行政書士など山梨県出身の

法律系士業O

・空家を使用・収益・処分 す

るための方向性の検証と事

前準備。

・相続手続一式。

・仏壇仏具や遺品などの整理。

・首都圏と山梨に相談窓口。

山梨県における部会員による事例のご紹介

ＣＡＳＥ

２

・一級建築士・不動産鑑定士・

宅地建物取引士など山梨県

出身の建築不動産系士業。

・使用＝リフォームなどにより

親戚などが移住できる状態O

・収益＝第三者に賃貸する。

・処分＝売却や建物の解体な

ど。

・首都圏と山梨に相談窓口。

ノーベル賞を受賞した大村智教授の韮崎市にある生家が、本県

出身の一級建築士が所属す

る法人と韮崎市により、「蛍

雪寮」として年間契約によ

る田舎体験型シ ェアハウス

として復活。活況を呈して

います。

子供の未来につなかった空家処分

空 家 か ら 小 学 校 校 地 拡 張

大規模な旧家を、隣接する旧JA 甲府市本店とともに、児童の増

加が著しい山城小学校の校地拡張事業用地として､約4,053 ㎡(約

1､226 坪）を甲府市に譲渡。

本県出身の専門家が、相続・

解体・測量・譲渡などを行い

ました。旧家の所有者も数十

年前の同校の卒業生です。

空家対策部会　部会員一覧

会員約50 名がご相談を承ります。

また以下の13 名が運営にあたっています。

山梨県出身者だからこ そ、できる
＝

心 とがあ ります。

弁　 護　 士　　 小林洋介

不動産鑑定士　　 飯窪光隆　森本武典　森田努

税　 理　 士　　 羽田忠生

司 法 書 士　　 加藤祐司　窪田耕治

一 級 建 築 士　　 飯窪光隆　小俣光一　 窪田浩之

行 政 書 士　　 後藤貴仁

宅地建物取引士　　 大木祐悟　後藤貴仁　西本圭一郎　山本恭平

首都圏における相談窓口

〒225-0003　 横浜市青葉区新石川３丁目14 番地10 －4F

i11 0120-193-874 （い くさ・やまなし）

TEL 045-532-3261 FAX 045-532-3262 1nfo ＠ｃrｏss-rｃ.ｃｏjp

山梨県における相談窓口

〒400-0025　 甲府市朝日１丁目５番２号（朝日通り甲府眼科前）i11

0120-193-874 （い くさ・やまなし）

TEL 055-298-6461　FAX 055-298-6462

空家対策部会事務局

株式会社クロスリアルティコンサルタンツ内

〒225-0003　横浜市青葉区新石川３丁目14 番地10-4F(

不動産投資顧開業 国土交通大臣 一般第1152 号)

(宅地建物取引業 神奈川県知事第27329 号)

山梨県人会十士会

株式会社アセッツアールアンドディー内

〒162-0067　東京都新宿区富久町16 番６号 西倉ＬＫビル8F

（不動産鑑定業 国土交通大臣（2）第248 号）

（一級建築士事務所 東京都知事 第44816 号）
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